様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　2024年　2月13日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）　かぶしきがいしゃしょうえいせいき   
一般事業主の氏名又は名称  株式会社昭栄精機   
（ふりがな）　　さとう　もとあき     
（法人の場合）代表者の氏名　　佐藤　元章　印   
住所　〒409-3866
山梨県中巨摩郡昭和町西条3853-1
法人番号　4090002004631
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社ホームページ

	公表日
	2023年11月16日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	【公表方法】
当社ホームページ内に提示
【公表場所】
https://shoeiseiki.jp/corp/
https://shoeiseiki.jp/assets/images/corp/doc_dx.pdf
【記載箇所】
代表取締役からのメッセージ、MISSION・VISION、
「昭栄精機のDX戦略について」
1.はじめに、2.基本方針およびDX戦略

	記載内容抜粋
	経営ミッション
「モノづくりを通して、「究極の満足と安心感」を提供します」

経営ビジョン
「お客様に頼られ、自ら誇れる仕事で皆を豊かに幸せにできる会社を目指します」

ビジネスモデルの方向性
（１）良好な財務基盤の実現
（２）価値創造型企業への変貌
（３）ブランディングの向上

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会非設置会社であるため、当会社の代表取締役社長と執行役員を交えた経営会議に諮り策定
※当会社内の最高の意思決定機関を経営会議と設定しており、当会議に出席する代表取締役社長、執行役員が事業方針の策定や進捗等の決裁・承認を行う。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社ホームページ

	公表日
	2023年11月16日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	【公表方法】
当社ホームページ内に提示
【公表場所】
https://shoeiseiki.jp/assets/images/corp/doc_dx.pdf
【記載箇所】
「昭栄精機のDX戦略について」
2.基本方針およびDX戦略

	記載内容抜粋
	３つのビジネスモデルの方向性に紐づく以下の戦略を遂行していきます。
（１）良好な財務基盤の実現
戦略①「トップラインの増強～営業力強化～」
戦略②「製造現場改革～製造体制の強化～」
戦略③「収益構造の変革」
（２）価値創造型企業への変貌
戦略①「人財育成」
戦略②「技能伝承」
戦略③「研究開発」
（３）ブランディングの向上
戦略①「時流適応」
戦略②「情報発信」
戦略③「従業員エンゲージメントの向上」

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会非設置会社であるため、当会社の代表取締役社長と執行役員を交えた経営会議に諮り策定
※当会社内の最高の意思決定機関を経営会議と設定しており、当会議に出席する代表取締役社長、執行役員が事業方針の策定や進捗等の決裁・承認を行う。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	【公表方法】
当社ホームページ内に提示
【公表場所】
https://shoeiseiki.jp/assets/images/corp/doc_dx.pdf
【記載箇所】
「昭栄精機のDX戦略について」
3.DX推進体制および環境整備

	記載内容抜粋
	体制面では 2022 年に社長直轄の経営企画部を設置し、DX推進担当者2名配置しました。担当者を中心に全社的な 取り組みとなるよう DX 戦略を推進しています。
人財育成については、社内で教育プログラムを策定し、デジタル活用人財の育成を検討しています。また、若手社員の採用計画や若手の育成を目的とした「若手育成道場」を設立しており、リテラシーの向上に向けた取り組みを始めています。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	【公表方法】
当社ホームページ内に提示
【公表場所】
https://shoeiseiki.jp/assets/images/corp/doc_dx.pdf
【記載箇所】
「昭栄精機のDX戦略について」
3.DX進体制および環境整備

	記載内容抜粋
	環境整備としては、お客様への価値提供に向けた生産管理システムの機能改善・改修、業務効率化・紙作業のデジタル 化を図るバックオフィス関連のシステム整備などを実施していきます。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社ホームページ

	公表日
	2023年11月16日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	【公表方法】
当社ホームページ内に提示
【公表場所】
https://shoeiseiki.jp/assets/images/corp/doc_dx.pdf
【記載箇所】
「昭栄精機のDX戦略について」
4.達成度を測る指標

	記載内容抜粋
	３つの基本戦略方針における DX 戦略については、売上高（営業利益）向上に貢献するものであり、各達成指標として、 それぞれ以下を定めています。

（１）良好な財務基盤の実現の DX 戦略の達成度として、 新規お取引先様の増加やバックヤード業務効率の改善成果を可視化する為の見積掲出件数・回答時間向上、利益率を 指標と定めております。

（２）価値創造型企業への変貌 ／（３）ブランディングの向上の達成度として、 DX 人財の育成及び、ICT ツール（クラウド等）を活用した熟練技術の蓄積・伝承、SNS を活用した社内活動の発信などの 取組みを指標として定めております。

（１）（２）（３）全ての指標は DX ビジョン実現に向けた KPI として、月次の経営会議にて報告、進捗管理を行い、各 DX 戦略の確実な実行と達成に向けて取り組んで参ります。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2023年11月16日

	発信方法
	【発信方法】
当社ホームページ内に提示
【発信場所】
https://shoeiseiki.jp/corp/
【記載箇所】
代表取締役からのメッセージ

	発信内容
	私たち昭栄精機は、切削加工のプロ集団として半導体製造装置、医療機器、光学機器その他各種「装置」に組み込まれる小径精密部品を加工しています。１９７０年に山梨で創業、２０１８年に事業承継により東京にあるカシワグループの一員となりました。「技術と心は可能性無限大∞」という創業者の想いを引継ぎつつ、モノづくりを通して「究極の満足と安心感」を提供したいと考えています。そして、お客様に頼りにされ、自ら誇れる仕事で皆を豊かに幸せにできる会社を目指します。また、弊社では、従業員が心身共に健康的に働くことが生産性の向上に直結するという信念の下、２０２０年度より「健康経営」に取り組んでいます。更に、世界の目まぐるしい技術革新を積極的に取り入れ、より効率的に働きやすく、お客様からの満足度を高めることを目指し、「ＤＸ」を一つの経営課題として位置付けています。現在はDXを通じた業務の効率化、ビジネスモデルの変革に挑戦をしています。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年10月

	実施内容
	「DX推進指標」自己診断フォーマットを活用し、現在の自社の状況を棚卸した。棚卸後はIPAの自己診断結果入力サイトよりフォーマットを提出した。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2023年10月

	実施内容
	自社ＨＰにて、「SECURITY ACTION」二つ星の宣言を実施した。
https://shoeiseiki.jp/corp/auth/

中小企業の情報セキュリティ対策ガイドライン付録の「5分でできる！情報セキュリティ自社診断」で現在の自社のセキュリティ対策状況を把握し、情報セキュリティ基本方針を定め、自社HPにて外部向けの公開を実施した。
https://shoeiseiki.jp/assets/images/corp/auth/doc_information-security.pdf



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

